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「アグリフードヘルス」というのは私の造語である。

この造語に至った想いから本稿を始めたい。

まず、「アグリ」への興味は、自分自身が専門とする

「半導体」に導かれたものであった。近時、半導体は経

済安全保障関連分野の代表として注目されている。この

発端はどこにあるかというと、米国のバイデン政権が

2022 年 10 月 12 日に発表した National Security 

Strategy（国家安全保障戦略）にある。NSS は、ア

メリカ合衆国の大統領が定期的に策定する文書で、国家

の安全保障に関する全体的な方針や目標を明示し、政府

全体の戦略的指針となる。そこには、半導体産業の強化

とサプライチェーンの安定化、食料に関するサプライ

チェーンの強化等、いくつかの重要な政策が打ち出さ

れていた。そして、翌月の 11 月 10 日には National 

Security Memorandom 16 ( 国家安全保障メモラン

ダム ) (NSM-16) が発表され、「アグリとフード」が重

要な戦略分野の一つとして位置づけられた。具体的には、

「アグリとフード」の持続可能性と食料安全保障の強化

が強調されている。それまで「アグリとフード」に関し

てほとんど関心がなかったが、米国が国家安全保障の観

点で「アグリとフード」を「半導体」と同様なレベルで

意識していることに気づき、「アグリとフード」につい

て目を向けるようになったのである。ここで読者に伝え

たいポイントは「半導体」と「アグリとフード」はまっ

たく違う産業ではあるが、実は共通項もあるという点で

ある。第１に半導体も「産業のコメ」と呼ばれるほど社

会生活に身近なものとなってきており、どちらも社会生

活において不可欠なものであるという点である。第２に

どちらもサプライチェーンというものが存在しており、

この維持・確保が国家安全保障上重要な要素であるとい

う点である。そして第３に、どちらも特許情報による分

析が可能であるという点である。これは知財専門家とし

て産業を比較検討できる視点として常に意識しておきた

い点である。

今回、私の着想を業務として実行している企業があるこ

とを紹介しておきたい。株式会社マクニカ（1）という会社

である。半導体商社として活動を続け、業界トップの地位

を築いている同社が、近時、フード・アグリテック事業に

取り組んでいる。「半導体」と「アグリ・フード」の両者

を見ている先駆者がいることに大変共感を覚えている。

 

 

次 に、「 食 品 」 に 関 し て 興 味 を 頂 い た 理 由 は、

CES 2024 で あ る。CES は か つ て Consumer 

Electronics Show というラスベガスで開催される世

界最大規模の民生用の電化製品の展示会であった。近
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図1 CES2024の会場⾵景
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年は Consumer Electronics の範疇を超えた分野を対

象にしていることから、単に「CES」というイベント

名になっている。この CES 2024 でフードテック産

業が大きく展示されているという報告を聞いて驚いた。

CES がフード産業を取り上げるということは、フード

分野が最先端の市場創出分野、すなわちイノベーション

分野として位置づけられたことを意味する。

CES 2024 にはフード関連企業が数多く出展し

ている。たとえば、消費者の味覚や嗅覚に基づいて、

食品、飲料、香水の推薦を行う AI 技術を展示した

Aromyx、食品を凍結させずに保存期間を延ばす技術

を展示し、電気と磁場を使用して、食品の食感や風味、

栄養価を保ちながら微生物の制御を行える技術を紹介

した EverCase、AI を使用して食べ物のカロリーや栄

養素を分析し、食品廃棄を減らすためのアプリ Nuvi 

Scanner を展示した Nuvila 等、これらのスタートアッ

プ企業は斬新なテクノロジーをベースにした展示を行っ

ていた。さらに、大企業である Amazon は、Amazon 

Fresh や Amazon Go などの消費者がより効率的に食

料品を購入し管理する方法に関連する技術、Google

は、Google Cloud を利用した農業データ分析ツール

やスマートアシスタントによるレシピ提案機能に関す

る技術、Microsoft は、Microsoft Azure を利用した

精密農業や食料供給チェーンの管理に関するソリュー

ション技術、Samsung は、AI を搭載した「Bespoke 

AI Oven」で、内部カメラと AI を使用して料理が焦げ

そうになると通知を送る機能等を備えたスマートキッチ

ン家電を中心に展示がなされていた。まさに、フード

テックが花盛りというのがCES2024の状況であった。

本原稿を執筆している私自身、本年 10 月 1 日に「東

京科学大、略称 Science Tokyo」となる本学が CES 

2025 に出展するならフード関連技術をアピールしよ

ういう想いに至っている。

さらに、「健康（ヘルス）」産業については、東京科学

大を設立する際のパートナとなる東京医科歯科大学の存

在が大きい。従来、本学においても体に良い菌とか、手

術用のロボット、リハビリ用の機器とか様々な研究開発

がなされてきたが、人体に影響に対する効果については

人を相手にした評価ができる専門家を他機関に依存する

という状況にあった。統合後は、医学・歯学・看護学と

いった専門家を学内に抱えることになり、人に対する影

響を評価できる専門家のパートナを学内で探すことがで

き、「ヘルス」分野も積極的に取り組んでいける人的体

制が整う。

これでようやく「農業（アグリ）・食品（フード）・健

康（ヘルス）」という今回の役者が出そろったことにな

るが、次に、なぜこの 3 つの領域を一体化して議論す

るのか、という点について説明していきたい。

近時、農業、食品関係として問題になっている食料

危機や食品ロスという社会問題を考えたときに、「農業」

の問題、あるいは「食品」産業の問題という一つの産業

内では解を見いだせない。つまり、近視眼的な視点で社

会をみたのではローカルな最適化に陥ってしまい、本来

必要な全体最適の解が導けない。このために少なくとも

「農業（アグリ）・食品（フード）・健康（ヘルス）」とい

う分野を一体化して捉えながら課題解決手段を模索しよ

うというのが３つの領域を一体化した理由である。

最近、危機感を感じるのは日本人の社会課題の抽出力

である。ある国際会議の一場面での話題を紹介しよう。

課題は「食料危機」である。日本人の研究者はこの課題

に対して、「いかに自国の食料自給率を高めるか」、とい

うことを論じた。他方、海外の研究者は、「世界各地で

起きる天災の影響による飢饉等の問題に対し、サプライ

チェーンの複層化によって食料保有のアンバランスをい

かに解消するか」を論じた。両者を聞いて、社会課題の

認識の差に愕然とした。グローバルな視点で課題解決で

きる人材育成が急務であることを実感した一場面である。

 

これまで単体の産業では産業の枠を超える課題が認

識しにくかった反省を踏まえて、各分野の関係者が連携

することで新しい課題の抽出やその解決手段を創造で

きるのではないか。そういう思いからこの 3 分野の関

図２　東工大が主催したアグリフードヘルス
イノベーションフォーラム

図２ アグリフードヘルスイノベーションフォーラム
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係者が連携して考えるみる機会を作ってみた。それが

2024 年 2 月に本学で開催した「アグリフードヘルス

イノベーションフォーラム」である。

このイベントでは、「アグリ（農業）」、「フード（食品

産業）」、「ヘルス（健康）」の各専門家がそれぞれの視点

で講演を行い、相互に連携することの必要性や重要性を

認識しあう貴重なイベントとなった。

こうして私的な造語で始まった「アグリフードヘルス」

という文言は賛同者を集め始め、実体を伴って活動を開

始したのである。

アグリフードヘルス分野の動向を調査する目的で同分

野について以下のような手法で特許分析を行った。

1. データベースは、Japio-GPG/FXを用いた。検索ワー

ドについては、トレンドを把握すればよいので、「農

業」、「食品」、「健康」等のシンプルなキーワードを用

いた。

2. 他の産業との比較から「半導体」、「バイオ」、「AI」

等のキーワードのデータと比較検討した。

3. 年 平 均 成 長 率（Compound Annual Growth 

Rate：CAGR） は、CAGR(2000-2023) 長 期、

CAGR(2014-2023) 中 期 CAGR(2019-2023)

短期の 3 種類を取得した。

4. 公開特許件数については公開年を基準とした。

 

図３のグラフから以下のことが読み取れる。

1. 「農業」「食品」「健康」という各分野の特許出願開件

数は基本的に右肩上がりの増加傾向で、特許出願件数

の総数の傾向と同様である。

2.「農業」「食品」「健康」という各分野の特許出願件数は、

「半導体」「AI」等と比較すると相対的な数は少なく、

「バイオ」とは同レベルである。

3.2022、2023 年という直近の特許出願は減少傾向

にある。これは、特許出願時に引き直すと 2020、

2021 年辺りであり、おそらくコロナ禍の影響を受

けたものと推定される。

次に、分野別の特許出願動向の CGAR を比較してみ

る（図４）。ここでは「総数」（CGAR）をリファレンス

とする。「総数」（CAGR）は直近の値が小さくなっている。

これは、直近の特許出願件数がコロナ禍の影響で減少し

ていることの影響を受けているものと考えられる。

以上を前提に図４から以下のことがわかる。

1. 長期の「健康」（CAGR）は 10％を超える値となっ

ており、他の分野よりも抜きんでており、長期的にみ

て「健康」分野の特許出願の成長率は高いことを示し

ている。

2. 「農業」「食品」「健康」のいずれもが短期の成長率が

低い。１％台という低成長となっている。コロナ禍で

人が自宅に籠る傾向にあったことが「農業」「食品」「健

康」に関する研究開発を停滞させたことを示唆している。

さらに、融合領域の CAGR の変化に着目してみる。

3. 「農業」「食品」「健康」のいずれの融合分野も

CAGR長期が10％前後の高さとなっている。これは、

他分野の CAGR 長期と比較しても相対的に高い数値

であり、「農業」「食品」「健康」の領域では、長期的

な融合が進展していることを示す。　

 

つまり、「農業」「食品」「健康」は長期的には融合領域

が進展していることを示す。では、これらの融合領域を

牽引しているのはどのようなテクノロジーであろうか。

アグリフードヘルス分野における
特許情報分析2

図３　アグリフードヘルス特許出願動向

図３ アグリフードヘルス分野特許出願動向

図４　産業分野別 CAGR の推移について

図４ 分野別CAGRの⽐較
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現在、様々な分野で融合領域の成長がみられるが、そ

の主要な理由の一つはデジタル技術である。つまり、異

なる技術分野が融合するためには、技術分野間で共通し

た情報のやり取りが不可欠となる。当該情報がデジタル

化されたことで、分野間の共有化が可能となり、融合分

野での研究開発が加速したと考えられる（3）（4）。

そこで、「農業」「食品」「健康」のデジタル化の普及

度を図５に比較検討してみた。

この図から「農業」「健康」の CAGR はどれも高い

値を示している。これに対して、「食品」についてはデ

ジタル化の浸透が弱い傾向がみられる。つまり、食品産

業は「農業」「健康」産業に比較してデジタル化が進ん

でいない、ということがうかがわれる。今後、「食品」

におけるデジタル技術の革新、「デジタルフード」が重

要な領域となることが予想される。

 

「デジタルフード」は、食に関するさまざまなプロセ

スやサービスがデジタル技術を用いて行われる領域を指

す広義の概念である。この領域には、図 6 に示すよう

な領域が含まれている。特許情報を加え以下の各領域に

ついてその動向を紹介していく。

1. フードプリンター

フードプリントとは、3D プリンティング技術を利用

して食材を層ごとに積み重ねて食品を作成する装置であ

る。フードプリンターは、個々の好みや栄養ニーズに合

わせた食品のカスタマイズが可能である。これにより、

特定のビタミンやミネラルを含む食品やアレルギーに対

応した食品を作成することができる 。また、フードプリ

ンターは、従来の調理方法では難しい複雑な形状やデザ

インの食品を作成できる。これにより、レストランやイ

ベントでの食品のプレゼンテーションが向上する 。さら

に、フードプリンターは高精度で一貫した品質の食品を

生産することができ、食材の無駄を減らし、製造プロセ

スの効率を向上させる 。この他、嚥下や咀嚼に障がいを

持つ人々のための食品提供や昆虫や藻類などの新しい食

材を利用して持続可能な食品を作成することができる と

いった特徴を有する。

この領域は、スタートアップ企業が活躍している。例

えば米国の BeeHex は、NASA からスピンオフした

スタートアップ企業である。BeeHex は、特にピザの

3D プリンティングに特化しており、精確な材料配置と

カスタマイズ可能なピザの製造を行う技術を開発してい

る。彼らのプリンターは、生地、ソース、チーズ、トッ

ピングを一度に印刷することができる。

 

また、byFlow は、オランダに拠点を置く 3D プリン

ターのメーカーである。同社は、食品の 3D プリント

技術を活用した新しい料理の創造を目指しており、その

技術は世界中のシェフや食品業界の専門家に注目されて

いる。byFlow の 3D プリンターは、多様な食材を使用

することができ、チョコレートやペースト状の食品、さ

らにはピューレやペーストなど、さまざまな食材をプリ

ントできる。

デジタルフード3

図６　「デジタルフード」における注目分野

図６ デジタルフードの領域

デジタルフード︓⾷に関するさまざまなプロセスやサービスがデジタル技術を⽤いて⾏われる領域を指す広義の概念

デジタルフード領域において注⽬される分野

フードデリバリー︓
オンラインプラットフォームを利⽤して、レストランや⾷料品店からの注⽂と配送を⾏います。例︓Uber Eats、DoorDash、Just Eat Takeaway.com N.V.

スマートキッチン︓
インターネット接続機器やIoTを使⽤して、料理のプロセスを⾃動化し、効率化する。例︓Whirlpool Corporation、Samsung Electronics

デジタルレシピとクッキングアプリ︓
レシピの検索、保存、共有、さらには料理の⼿順をガイドするアプリケーション。例︓Yummly、Tasty

フードトラッキングと栄養管理︓
⾷事の記録や栄養素の摂取量を追跡するアプリやデバイス。例︓MyFitnessPal、Noom
⾷品ロジスティクスとサプライチェーン管理︓
ブロックチェーン技術やデータ分析を使⽤して、⾷品の供給チェーンの透明性と効率を向上させる。例︓IBM Food Trust
パーソナライズドニュートリション︓
ユーザーの健康データや遺伝情報に基づいて、個別化された⾷事プランや栄養アドバイスを提供する。例︓Nutrigenomix、DayTwo

フードプリンター︓
3Dプリンティング技術を利⽤して⾷材を層ごとに積み上げて複雑な形状やテクスチャの⾷品を作り出す装置。例︓BeeHex、Byflow

デジタルフード領域は、スタートアップ系が登場している領域であり、新市場創設に向けたイノベーション活動が盛況な領域

図７　フードプリンター関連の特許例（１）

図７フードプリンタ関連の特許例(1)

US11026433B2
【発明の名称】3D-printer system with object 
detection sensors
（対象物検出センサと3Dプリンタシステム）
【出願⼈】︓BeeHex, LLC
【発明の概要】
本発明の実施形態の⽬的は、とりわけ、⾷⽤の物品を含む
がこれらに限定されない⼜は限定された、ピザ⽣地、ソース、
任意の形状、サイズ及び厚さの印刷を可能にするためにシス
テム(例えば、印刷できる3Dプリンタシステム、とりわけ、ピザ)
を提供することにある。ピザの特注要件を備える様々な層を
⾃動的に作成する3D印刷技術を使⽤することである。

図５　「農業」「食品」「健康」とデジタルの相関性

図５ 分野別デジタル化傾向
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日本では、食品に関する高い技術力を誇る国立研究開

発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下「農研機構」

という。）の研究開発に期待したい。たとえば、フードプ

リンターに関するカートリッジについて特許を取得をす

るなど、フードテックにおける基礎的な研究開発を行っ

ている。こうした国の研究機関の研究開発成果を活用し

て日本からディープテック型の「デジタルフード」を牽

引するスタートアップが生まれることを期待したい。ま

た、この分野は精緻な製造機械を提供する製造装置メー

カーの参入の可能性やプリンター技術の応用といった参

入の仕方も可能な領域であり、今後、日本の企業の活躍

を期待したい。

 

2. フードデリバリー

フードデリバリーは Uber Eats が日本では著名であ

る。Uber Eats は、Uber Technologies, Inc. が提供す

るオンラインフードデリバリーサービスである。Uber 

Eats は、Uber のライドシェアリングサービスとは別

の事業部門であるが、同じ企業によって運営されている。

時系列でいえば、ライドシェアリングサービスの Uber

が、Uber Eats というサービスを提供することでフー

ド産業に新規参入を果たした、ということができる。フー

ド産業以外の企業がフード産業に参入してきて大成功を

収めているこの例は、なぜ他産業からフード産業への参

入に成功したのかを検討する先行事例の好例として位置

づけられる。

まず Uber と Uber Eats は、共通のテクノロジーと

インフラストラクチャを活用している。例えば、両サー

ビスは同じ GPS 追跡システムやアルゴリズムを使用し

て、配車やデリバリーの最適化を図っている。このビジ

ネスインフラにおけるデジタルプラットフォームこそが

Uber のフード産業への進出を可能にした技術的バック

グランドである。また、ユーザーは、Uber のアカウン

トを使用して Uber Eats にもアクセスすることができ

る。これにより、ユーザーは一つのアカウントでライド

シェアリングとフードデリバリーの両方のサービスを利

用することができる。こちらは、アプリケーションレベ

ルでのデジタルプラットフォームの活用である。Uber

の例を見るように、他の産業において利用しているデジ

タル技術が、フード産業にも適用できないか、という視

点は、今後、新規参入を図る企業にとって極めて重要な

視点となる。

また、新規参入にもかかわらず、自社の特許ポートフォ

リオの拡充は迅速である。フードデリバリーの市場面で

は、米国では、DoorDash がリードしており、2024

年 3 月時点で約 67% のシェアを持っている。しかし、

特許保有数という意味では、Uber の圧倒的な勝利であ

る。また、フードデリバリーとしては目立たない企業、

例えば地図情報を活用した業務をしている Mapbox 等

も特許出願数は多い。フードデリバリーの世界は、非常

に競争が激しい領域になることが予想され、そのための

特許ポートフォリオの構築に各社とも余念がない。

図８　フードプリンター関連の特許例（２）

図８ フードプリンタ関連の特許例(2)

EP3576551B1
【発明の名称】PRINT HEAD FOR PRINTING A 
FOOD PRODUCT LAYER-BY-LAYER AND A 
SYSTEM COMPRISING A PRINT HEAD
(⾷品(LAYER-BY-LAYER)と印刷ヘッドとを備えるシス
テムを印刷するための印刷ヘッド)
【出願⼈】︓ByFlow B.V.
【発明の概要】
本発明は⾷品搬送⽤の⾷品(layer-by-layer)と搬
送を印刷するためのノズルを備えた記録ヘッドに関するも
のである。チョコレート及びそれを調製するためのリザーバ
の間の距離に関して、追加の温度制御⼿段なしに、貯
蔵部中に作製したフロアブルチョコレートは、流動性が低
くならないように改良された印刷ヘッドを提供することにあ
る。

図９　フードプリンター関連の特許例（３）

図９ フードプリンタ関連の特許例（２）
JP7136512B2
【発明の名称】新規⾷材と加⼯復元法（A new food 
material and the processing restoring 
method）
【出願⼈】︓国⽴研究開発法⼈農業・⾷品産業技術総
合研究機構
【発明の概要】
３Ｄフードプリンタにセットされて使⽤される飲⾷品構成要
素のカートリッジを製造する⽅法に関するものである。飲⾷
品構成要素の原料、および／またはその粉粒体もしくは
ペーストを規格化加⼯する⼯程、該規格化加⼯された飲
⾷品構成要素の原料、および／またはその粉粒体もしくは
ペーストを提供する⼯程、ならびに、該原料および／または
粉粒体もしくはペーストから、所望の規格に適合したものを
選択等のプロセスを含む。

表１　フードデリバリー関連特許取得ランキング（2005-2024:ww）

表１ フードデリバリー関連特許ランキング
（KW: Food Delivery ;2005-2023:ww)表１ フードデリバリー関連特許ランキング
（KW: Food Delivery ;2005-2023:ww)
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3. スマートキッチン

スマートキッチンの分野において、家電メーカーの企

業の活躍が際立っている。現行のスマートキッチンとは、

主に冷蔵庫、オーブン、電子レンジなどの家電製品の進

化形態を指しており、これらの家電製品がスマートアシ

スタントデバイスを通じて音声操作可能となっているこ

とがその背景にある。この技術により、調理中のハンズ

フリー操作が実現され、利便性が大幅に向上している。

さらに、Wi-Fi や Bluetooth 接続が可能なスマート

家電の普及が進んでおり、スマートフォンからリモート

操作が可能であるだけでなく、他のスマートデバイスと

同期することができるようになっている。これにより、

家電の状態やメンテナンスのニーズをリアルタイムで監

視することが可能となっている。最新のオーブンやイン

ダクションコンロは、調理の進行状況を自動で感知し、

適切な温度に調整する機能を備えている。この機能によ

り、手動での温度設定の手間が省け、より正確な調理が

可能となる。また、これらの家電は、レシピの手順をガ

イドし、材料を加えるタイミングを通知する機能も持ち、

調理の初心者でも簡単に料理を行うことができる。特に、

最新のスマート冷蔵庫は、食材の鮮度や賞味期限を監視

し、在庫レベルを管理する機能を有している。この機能

により、食材の無駄を減らすことが可能となり、これら

のデータはアプリと同期され、買い物リストの作成やレ

シピの提案に活用されている。

現状では個々の家電のデジタル化が進んでいる一方

で、デバイス間の連携はまだ不十分である。例えば、冷

蔵庫の中身が把握できたとしても、その情報がオンライ

ンマーケットでの買い物に直接反映されるわけではな

く、依然としてその仲介は人の介在が必要である。今後、

多様なデバイスがネットワークでつながり、相互にどの

ようなやり取りが可能となるか、次世代のスマートキッ

チンへの期待が高まる。

4. デジタルレシピとクッキングアプリ

スマートキッチンにおいてユーザフレンドリーな

サービスを提供するために登場したのがデジタルレシピ

とクッキングアプリである。その代表例が Yummly で

ある。同社は 2009 年に設立され、2017 年に家電大

手の Whirlpool Corporation に買収された。この買収

により、Yummly は Whirlpool のスマートキッチン家

電と統合され、さらに広範な市場と技術的リソースを活

用できるようになった。Yummly のプラットフォーム

としての主要な特徴は以下のとおりである。

1. レシピ発見 : Yummly は、さまざまな料理のレシピを

発見することができるプラットフォームである。複数

のソースからレシピを集約し、整理された形で提供する。

2. パーソナライゼーション : このプラットフォームは、

ユーザーの好み、食事制限、過去の行動に基づいてパー

ソナライズされたレシピの推奨を提供する。ユーザー

はお気に入りのレシピを保存し、パーソナライズされ

たコレクションを作成することができる。

3. スマートショッピングリスト : Yummly はスマート

ショッピングリスト機能を提供し、ユーザーがレシピ

の材料を簡単に追加し、買い物リストを作成するのを

助ける。このリストは、効率的な買い物のために通路

ごとに整理することができる。

4. 食事計画 : Yummly には、ユーザーが食事を事前に

計画することを可能にする食事計画ツールが含まれて

いる。この機能は、週ごとの食事準備を助け、バラン

スの取れた食事を確保するのに役立つ。

5. 料理指導 : このプラットフォームは、ビデオチュー

トリアルやヒントを含む段階的な料理指示を提供し、

ユーザーがレシピに従い、料理のスキルを向上させる

のを容易にする。

6. 材料認識 : Yummly には、写真から材料を認識する

機能がある。ユーザーは材料の写真を撮り、Yummly

はその材料を含むレシピを提案する。

Yummly の特許例を図 10 に示す。この領域は、日

本でもレシピのプラットフォームである Cookpad のよ

うなアプリが存在する。このアプリの付加価値をいかに

高めるのか、ハードウエアとの連携等についてもう一歩

踏み込むことで「デジタルフード」の領域で新たなビジ

ネスチャンスが開ける余地があるように思う。

図１０デジタルレシピとクッキングアプリ関連の特許例

US9483547B1
【発明の⽬性】Clustering and display of recipes
【和抄】レシピのクラスタリングおよび表⽰
【出願⼈】︓Yummly, Inc.
【発明の概要】
スコアに関連付けられたレシピを受取る⼯程と、⾷物知識グ
ラフを使⽤してレシピの各々から複数の特徴を抽出する⼯
程と、各レシピの複数の特徴と⾷物知識グラフに基づいて複
数のレシピのペア間の距離を決定する⼯程と、レシピのペア
間の距離に基づいてレシピをクラスタリングする⼯程と、クラス
タ化されたレシピの閾値数を有する候補クラスタを識別し、
各クラスタがクラスタ内のレシピのスコアに基づいたクラスタスコ
アを有する⼯程と、種々の複数のハイスコアクラスタを選択す
る第⼀の⽬的関数に基づいて候補クラスタ中から表⽰する
クラスタを選択する⼯程とを含むレシピをクラスタリングするコ
ンピュータによる実施⽅法

図１０ デジタルレシピとクッキングアプリ関連の特許例

US9483547B1
【発明の目性】Clustering and display of recipes
【和抄】レシピのクラスタリングおよび表⽰
【出願⼈】:Yummly, Inc.
【発明の概要】
スコアに関連付けられたレシピを受取る工程と、食物知識
グラフを使⽤してレシピの各々から複数の特徴を抽出する
工程と、各レシピの複数の特徴と食物知識グラフに基づい
て複数のレシピのペア間の距離を決定する工程と、レシピ
のペア間の距離に基づいてレシピをクラスタリングする工
程と、クラスタ化されたレシピの閾値数を有する候補クラ
スタを識別し、各クラスタがクラスタ内のレシピのスコア
に基づいたクラスタスコアを有する工程と、種々の複数の
ハイスコアクラスタを選択する第一の目的関数に基づき候
補クラスタから表⽰するクラスタを選択する工程を含むレ
シピをクラスタリングするコンピュータによる実施方法
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5. フードトラッキングとフードトレーサビリティ

フードトラッキングやフードトレーサビリティは、食

品の生産から消費までの全過程を追跡・記録するシステ

ムや方法をいう。近時、食の安全性や品質に関する管理

の必要性が高まってきていることから、その重要性を増

している。フードトラッキングやフードトレーサビリ

ティには、２つの特徴がある。

まず技術面においてはアグリフードヘルスの領域にま

たがる領域を IoT やブロックチェーン、AI 等のデジタ

ル技術を活用する点である。デジタル技術の飛躍的な進

歩によって、日進月歩の進化を見せている領域である。

そしてもう一つはレギュレーションの課題である。こ

の課題はデジタル技術と真逆で地域ごとに状況が異なる

ため、地域ごとの対応が求められる。

日本では、食品の安全性を確保するための基本的な法

律として食品衛生法が規定されている。食品のトレーサ

ビリティを確保するために、食品事業者は仕入れ先や出

荷先の記録を保持しなければならない。また、特定の農

産物について、生産履歴を記録し、トレーサビリティを

確保するためのガイドラインが設けられている。

米 国 で は、 食 品 安 全 強 化 法（Food Safety 

Modernization Act： FSMA）が規定されている。食

品の安全性を確保するために、食品事業者はサプライ

チェーン全体でトレーサビリティを確保するためのシス

テムを導入する必要がある。特に輸入食品に対する規制

が強化されている。

欧 州 で は、 一 般 食 品 法（General Food Law 

Regulation）が定められている。食品のトレーサビリティ

を確保するための基本的な規制である。食品事業者は、

食品の仕入れ先および出荷先の情報を記録し、問題が発

生した場合に迅速に対応できるようにすることが求めら

れる。このほか消費者に対して食品の情報を提供するた

めの規則で、食品情報提供規則（FIC Regulation）も規

定されておりトレーサビリティの確保も含まれている。

デジタル技術が国境を越えられても、ルールは国内の

規定に縛られるという課題を「デジタルフード」の時代

では打ち破りたいものである。

　

 

地域という観点で中国に関して、興味深い特徴をみる

ことができる。図１１と図１２を比較するとわかるよう

に、アグリフードヘルス分野では、中国の特許出願数は

日米に迫る数字であるが、フードトラッキングやフード

トレーサビリティの分野では、中国の特許出願は顕著に

少ない。この現象は多様な解釈がとり得るが、一般に、

ビジネス的な観点では特許情報が少ないということは、

「ブルーオーシャン」であることを意味する。莫大な中

国市場において、デジタルフード、特に、フードトラッ

キングやフードトレーサビリティに領域を中心に市場を

取りに行く戦略は、特許情報の分析上は一考の余地があ

る戦略である。

6. 食品ロジスティクスとサプライチェーン管理

食品ロジスティクスに関しては、一般商品のロジス

ティクスの雄である Amazon の食品業界に進出を始め

ている Amazon fresh と呼ばれる食料品専門のネット

スーパがその役を担っている。食品ロジスティクスは、

一般のロジスティクスと比較して以下のような技術要素

が必要になる。

1. 温度管理システム・コールドチェーン管理 : 食品を保

存するために冷蔵・冷凍輸送車両や保管施設が必要と

図 12　アグリフードヘルス分野の公地域別開特許公報

図1２ アグリフードヘルス関連の地域別公開特許⽂献数 
図 11　フードトラッキング・フードトレーサビリティ分野の

地域別公開特許公報

図11  Food Tracking、Traceability関連の地域別公開特許⽂献数 
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なる。温度センサーや監視システムでリアルタイムに

温度を監視し、適切な温度を維持する。また温度デー

タの記録と追跡ができる、温度データロギングシステ

ムが求められる

2. 衛生管理：倉庫や輸送車両の定期的な清掃と消毒を

行うための標準作業手順（SOP）や衛生管理基準に

基づいた運用が必要となる。食品と非食品の分離保管

も配慮しなければならない。さらにアレルゲン管理や

異物混入防止のための分離輸送も重要となる。

3. 賞味期限・消費期限管理：先入れ先出し（FIFO）シ

ステムを採用する必要がある。入庫した順に出庫する

仕組みで、古い商品が先に出荷されるようにする。ま

た、賞味期限や消費期限の情報を追跡し、期限が迫っ

た商品を優先的に出荷する自動化された在庫管理シス

テムが必要となる

4. トレーサビリティ：全流通経路の追跡が求められる。

商品がどこで生産され、どのように流通してきたかを

追跡できるシステムを商品にバーコードや無線周波数

を利用して物体や人を識別および追跡する技術である

RFID タグを付け、流通経路を追跡する。さらに、問

題が発生した場合に、特定ロットの製品を迅速にリ

コールできるシステムも求められる。

5. 品質管理：食品の受け取り時や出荷前に品質検査を

行い、基準を満たしているか確認し、適切な包装や保

管方法で食品の品質を維持する技術が必須となる。

6. 法規制遵守：各国や地域の食品安全法規を遵守する

ためのシステムが必須となる。また、定期的な内部監

査および外部監査に対応する監査体制も求められる。

この食品ロジスティクスに特化した企業としてイギリ

スの Ocado がある。同社は、オンライン食料品販売に

特化した企業であり、先進的な自動化技術と効率的なデ

リバリーサービスによって差別化を図っている。また、

その技術力を他の小売業者にも提供している。近時日本

においてもイオンが Ocado の技術を導入している。

図１３に Amazon と Ocado の特許出願同を示す。公

開特許件数の数で見る限り、Amazon が圧倒している。

ただし近時の動向をみると、Ocado の公開特許件数が

増加傾向にあるのに対して Amazon は減少傾向にある

など Ocado の成長ぶりが伺える。Ocado は、日本のイ

オン以外にも Kroger ( アメリカ ) 、Morrisons ( イギリ

ス )、Groupe Casino ( フランス )、 Coles ( オーストラ

リア )、Sobeys ( カナダ ) 等の他社にロジスティクス技

術を導入してもらうというビジネス戦略で自社の食品ロ

ジスティクスの普及を図っている。自社のロジスティク

スを差別化要因としてクローズとする Amazon とは異

なる戦略をとっており、今後の両者の動向が興味深い。

 

7. パーソナライズニュートリション

デジタルフードは、個々の栄養ニーズに合わせたパー

ソナライズされた食事計画や栄養管理を実現するために

重要な役割を果たしている。以下に、デジタルフードが

どのようにパーソナライズドニュートリションに貢献す

るかを具体的に説明する。

1. データ収集と分析

　デジタルフード技術は、個々の食習慣、栄養摂取、健

康状態に関するデータを詳細に収集・分析することが

できる。これにより、個々の栄養ニーズに基づいたパー

ソナライズされた食事プランを設計するための基盤が

提供される。

2. リアルタイムモニタリング

　スマートキッチンデバイスやウェアラブルデバイスを

使用することで、食事の摂取状況や身体の反応をリア

ルタイムで監視することができる。これにより、食事

内容や栄養バランスの調整が迅速かつ的確に行われる。

3. カスタマイズされた提案

　デジタルフードプラットフォームは、ユーザーの健康

データや好みに基づいてカスタマイズされた食事レシ

ピや食材リストを提案する。これにより、個々の栄養

目標や健康状態に最適な食事プランが提供される。

4. 食品トレーサビリティと品質管理

　デジタルフード技術は、食品の生産から消費までのト

レーサビリティを確保し、高品質な食材の選定を支援

する。これにより、パーソナライズドニュートリショ

図 13　Amazon vs Ocado 特許出願動向

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
Ocado 1 11 34 53 93 109 133 140 230 311 452
Amazon 1072 1859 2569 3169 3680 3749 4031 3892 3187 3007 2643
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図1３ Amazon vs Ocadoの特許出願動向
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ンにおいて信頼性の高い栄養源が提供される。

5. エンゲージメントと教育

　デジタルプラットフォームは、ユーザーに対して栄養

に関する教育コンテンツやフィードバックを提供し、

健康的な食習慣を促進する。これにより、ユーザーは

自身の健康管理に積極的に取り組むことができる。

6. 持続可能な食習慣の促進

　デジタルフード技術は、持続可能な食材の選択や廃棄

物の削減を支援する。これにより、パーソナライズド

ニュートリションにおいて環境に優しい食習慣が推進

される。

デジタルフードは、パーソナライズドニュートリション

の実現に不可欠な要素となっており、データ収集・分析、

リアルタイムモニタリング、カスタマイズされた提案、食

品トレーサビリティ、教育とエンゲージメント、持続可能

な食習慣の促進といった多岐にわたる方法で貢献している。

最後に、デジタルフードに向けたアカデミアの役割に

ついて言及したい。まず、アカデミアは研究開発と人材

育成機関として、新しい研究成果の創出やデジタルフー

ド人材の育成を通じて、デジタルフードの持続的な発展

に貢献する役割を担うことが求められる。これは当然の

役割であるが、それに加えて、アカデミアは中立性と専

門性を活かし、多面的な要素を備えた「共創の場」を提

供する役割も重要である。アカデミアとして以下の特徴

を持つ従来の制約を克服した「共創の場」の創設に貢献

していきたい。

（１）「専門家」と「非専門家」とがダイナミックに交流

する「共創の場」（専門性の制約の克服）

　専門性の壁を越えたイノベーション環境を整備するた

め、専門家と非専門家が共同で参加するワークショップ

や、課題解決をテーマにしたアイデアソンやハッカソン

を開催する。また、オープンなディスカッションやネッ

トワーキングイベントを通じて、物理的な制約を超えて

どこからでも参加できるオンラインコミュニティを運営

し、ダイナミックな変化を許容する「共創の場」を提供

する。

（２）個人、地方、国の個性を尊重し、国際的に開かれ

たオープンな「共創の場」（地理的、文化的、人種的な

制約の克服）

　多様性を維持発展させるため、性別、年齢、文化、バッ

クグラウンドに関わらず、すべての参加者が平等に扱わ

れるポリシーを明文化する。身体的な障壁や言語の障壁

を取り除き、誰でも参加できる環境を整える。また、各

地域の特性やニーズに応じた取り組みを支援し、地元の

農家や中小企業、自治体と連携し、地域社会と密接に協

力する。都市と地方、グローバルなネットワークを活用

して地域固有の課題や社会全体の課題の解決に貢献する。

（３）伝統を維持し、革新を取り入れる「共創の場」（時

間的な制約の克服）

各地域の伝統的な食品製造方法やレシピを記録し、保

護する取り組みを行うとともに、IoT、AI、ブロック

チェーンなどの最新技術を取り入れ、伝統的な製造プロ

セスを効率化し、品質を向上させる。地域の生態系を保

護し、伝統的な農業や漁業の実践を支援するために、最

新のデジタルテクノロジーを活用するなど、伝統と革新

のバランスを取れた活動が実践できる「共創の場」を提

供する。

こうした様々な制約を克服した「共創の場」をアカデ

ミアが提供することで、デジタルフードによるイノベー

ションをサポートし、持続可能な発展を実現するための

活動にチャレンジしたいと考えている。

デジタルフード時代の変革は、全ての産業界にとって

大きな挑戦であると同時に、日本の産業競争力を向上さ

せる無限の可能性を秘めている。各々の知識、経験、創

造力が、この新しい時代を切り開く原動力となる。特許

制度も活用し、デジタルフード時代（図１４参照）にふ

さわしいオープンなイノベーション活動を通じて、日本

がアグリフードヘルス産業を牽引することを期待したい。

 

まとめ5

デジタルフードに向けた
アカデミアの貢献4
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図１４　生成 AI が描くデジタルフード

図1４ ⽣成AIが描くデジタルフード
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